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第２ 有業者の就業希望

１ 転職希望者

転職希望者及び転職希望者比率

転職希望者比率は ポイント低下

有業者のうち転職希望者は 万 千人で、平成 年の 万 千人と比べると 千人減

となっている。

転職希望者比率（有業者に占める転職希望者の割合）は ％で、平成 年の ％と

比べると、 ポイント低下となっている。

転職希望者比率を男女別にみると、男性は ％で、平成 年の ％と比べ ポイ

ント低下している。女性は ％と、平成 年 ％と比べ ポイント低下している。

転職求職者（転職希望者のうち実際に求職活動をしている者）は 万 千人であり、平

成 年と比べると 千人減となっている。

転職求職者比率（有業者に占める転職求職者の割合）は ％であり、平成 年の ％

と比べると、 ポイント低下している。

転職希望者比率と転職求職者比率を、都と全国を比べると、転職希望者比率は、都が ％、

国が ％、転職求職者比率は、都が ％、国が ％と、いずれも都が全国よりも高い

比率を示している。

（表 、都道府県編第 表）

29年

24年

29年

24年

29年

24年

29年

24年

東京都 △ 6 △ 2 △ 11 △ 4

全国 △ 183 △ 125 △ 264 △ 96 △ 28

東京都 △ 0.6 △ 0.7 △ 2.5 △ 3.4

全国 △ 2.6 △ 7.3 △ 7.2 △ 10.4 △ 3.6

注1）転職希望者比率とは、有業者に占める転職希望者の割合をいう。

注2）転職求職者比率とは、有業者に占める転職求職者の割合をいう。

東
京
都

総数

全
国

増減率

増減数

転職希望者比率
又は

転職求職者比率

東
京
都

全
国

表2-1　転職希望者数及び転職求職者数

（単位　千人、％）

区　　分 有業者 男 女うち転職
希望者

うち転職
希望者

うち転職
希望者

うち転職
求職者

うち転職
求職者

うち転職
求職者
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年齢階級別

総数の転職希望者比率は、「 ～ 歳」、「 歳以上」で上昇

転職希望者比率について年齢階級別にみると、「 ～ 歳」は ％、「 ～ 歳」 ％、

「 歳以上」 ％となっている。平成 年と比べると、「 ～ 歳」は ポイント低下、

「 ～ 歳」は ポイント上昇、「 歳以上」は ポイント上昇している。

（表 、都道府県編第 表）

転職希望の理由

男女ともに「収入が少ない」が最も多い

転職希望者の転職希望理由についてみると、「収入が少ない」 万人（構成比 ％）

が最も多く、次いで、「時間的・肉体的に負担が大きい」 万 千人（同 ％）などと

なっている。

男女ともに「収入が少ない」が最も多く、男性は 万 千人（同 ％）、女性は

万 千人（同 ％）となっている。

（表 、都道府県編第 表）

（単位　％）

15～34歳 35～64歳 65歳以上

総数

男

女

総数

男

女

総数

表2-2　年齢階級別転職希望者比率

29年

24年

区　分

総数

男

女

総数

男

女

総数

男

女

総数

男

女

注)左記以外は、「一時的についた仕事だから」、「事業不振や先行き不安」、「定年又は雇用

　契約の満了に備えて」、「知識や技能を生かしたい」、「余暇を増やしたい」、「家事の都

  合」、「その他」の合計である。

左記以外

（単位　千人、％）

表2-3　転職希望理由別転職希望者の構成比

区　分 総　　　数
うち収入が少ない

うち時間的・肉体的に
負担が大きい

転
職
希
望
者
数

構
成
比

29年

24年

29年

24年
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希望する仕事の形態

男女ともに「正規の職員・従業員」を希望する者が多い

転職希望者の希望する仕事の形態は、「正規の職員・従業員」 万 千人（構成比 ％）

が最も多く、次いで「パート・アルバイト等」 万 千人（同 ％）、「自分で事業を

起こしたい」 万 千人（同 ％）などとなっている。

男女別にみると、男性は「正規の職員・従業員」 万 千人（構成比 ％）が最も

多く、次いで「自分で事業を起こしたい」 万 千人（同 ％）、「パート・アルバイト

等」 万 千人（同 ％）、女性は「正規の職員・従業員」 万 千人（構成比 ％）

が最も多く、次いで「パート・アルバイト等」 万 千人（同 ％）、「自分で事業を

起こしたい」 万 千人（同 ％）などとなっている。

構成比で都と全国を比べてみると、男性「自分で事業を起こしたい」、女性「正規の職

員･従業員」と「自分で事業を起こしたい」について、都が全国を上回っている。

（表 、都道府県編第 表）

うち正規の職
員・従業員

　
うちパート・ア
ルバイト等

うち自分で事業
を起こしたい 左記以外

総数
男
女

総数
男
女

総数
男
女

総数
男
女

注1）「うちパート・アルバイト等」は「パート・アルバイト」、「労働者派遣事務所の
　　派遣社員」、「契約社員」の合計である。
注2） 左記以外とは、「家業を継ぎたい」、「内職」、「その他」の合計である。

（単位　千人、％）

転
職
希
望
者
数

東京都

全国

表2-4　転職希望者の希望する雇用形態別構成比

構
成
比

東京都

全国

区　分 総　　　　数
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２ 追加就業希望者数

男女ともに増加

有業者のうち追加就業希望者（現在就いている仕事を続けながら、他の仕事もしたいと思っ

ている者）については、 万 千人となっており、平成 年と比べ 万 千人増加してい

る。

男女別にみると、男性は 万 千人で平成 年と比べ 万 千人増加、女性では 万

千人で平成 年と比べ 万 千人増加となっている。

また、増減率で都と全国を比較すると、男女ともに都は全国よりも追加就業希望者の増加率

が高くなっている。

（表 、都道府県編第 表）

うち追加
就業希望者

追加就業
希望者比率

うち追加
就業希望者

追加就業
希望者比率

総数

男

女

総数

男

女

総数

男

女

総数

男

女

表2-5　追加就業希望者数

24年

増減率

全国

（単位　千人、％）

区　　分

東京都

29年

有業者 有業者

増減数

- 34 -

（表 、都道府県編第 表）37



- 35 - 
 

３ 就業時間に関する希望

継続就業希望者のうち「就業時間を減らしたい」は約２割

有業者のうち継続就業希望者（現在就いている仕事を今後も続けたいと思っている者のうち、

「追加就業希望者」に該当しない者）で、「就業時間を増やしたい」は総数で 万 千人（構

成比 ％）となっている。

年間就業日数別にみると、「 日未満」は 万 千人（同 ％）、「 日以上」は

万 千人（同 ％）となっている。

また、「就業時間を減らしたい」は総数で 万 千人（同 ％）となっている。

年間就業日数別にみると、「 日未満」は 万 千人（同 ％）、「 日以上」は

万 千人（同 ％）となっている。

（表 、都道府県編第 表）

人数 構成比 人数 構成比

総　　　数

　　200日未満

　　200日以上

 男

　　200日未満

　　200日以上

 女

　　200日未満

　　200日以上

継続就業
希望者

うち就業時間を増やしたい区　分 有業者

表2-6　年間就業日数別継続就業希望者の就業希望

うち就業時間を減らしたい

（単位　千人、％）
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